
予算要求資料
平成27年度3月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名 新　海外取引拡大支援事業費（国補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部新産業振興課情報産業室ＩＴものづくり係

　電話番号：058-272-1111（内3113）E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　18,506千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	18,506
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,506

	決定額
	18,506
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,506


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県は、これまでも、アジア・ASEAN地域をターゲットとし、県内モノづくり企業のビジネスチャンス創出とそれによる売上・利益の獲得を後押ししている。
アジア・ASEAN地域に位置し、経済成長著しいベトナムは、ＴＰＰ対象国でもあり、すでに進出済みの企業、あるいは進出を検討している企業にとっても、今後の更なるビジネス展開先として関心が高い。

ベトナムでのビジネス展開に関心を持つ県内モノづくり企業にとって、現地において、具体的で、生きた新しい情報を得られるセミナーや商談会は貴重な機会となる。
（２）事業内容
○ベトナム各自治体との連携による現地投資セミナー（5,378千円）
ベトナム各自治体と連携し、ベトナムにおける投資拡大や新規投資を検討中の県内企業を対象とし、優遇策や人材確保支援、投資物件情報等を既進出企業に紹介するセミナーをベトナム現地で開催する。

○ベトナム企業との商談会（8,128千円）

ベトナム企業との取引を希望する県内企業（貿易会社、部材産業など）を対象とした商談会をベトナム現地で開催する。
同国でのビジネス拡大を目指す県内モノづくり企業支援の一環として、ベトナムにおける投資環境を実際に見る機会を設定する。
（３）県負担・補助率の考え方

中小企業支援は、県経済の振興であり、県負担は妥当。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,750
	職員旅費

	消耗品費
	200
	事務用品等

	役務費
	300
	電話代、通信機器借入れ

	委託料
	16,256
	商談会開催、現地調査等委託

	合計
	18,506
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略　【部材産業の取引拡大支援】
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

成長するアジア新興国市場を取り込み、取引拡大を目指して挑戦する県内部材関連企業を支援することで、将来的な国際競争力の強化・経営基盤の安定を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ベトナム企業との商談件数
	26
（H27）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	35
（H28）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	大手メーカーの海外進出と現地調達率の上昇、国内人口減少等にともなう市場の縮小懸念など、中小企業も顧客の多角化と新たな市場の開拓の必要性に迫られている。また、国内での取引においても、海外拠点や海外企業との取引の有無が、新規受注の条件になる場合も多く、海外企業とのビジネスマッチングや各国の環境視察は十分に意義がある。特にベトナムについては、ＴＰＰ対象国でもあることから、多くの県内モノづくり企業が注目している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	海外取引の拡大のためには、海外企業とコミュニケーションする機会の提供が必要である。また、海外での商談会開催には、現地の政府機関などとの広いネットワークが必要となることから、ターゲットとなる、ベトナムをはじめとしたアジア・ASEAN地域において、県内中小企業のグローバル化を支援するネットワーク構築を進める必要がある。


（次年度の方向性）
	国内外において、県内企業と、特にベトナムをはじめとするアジア・ASEAN地域の企業とのマッチングの場を引き続き提供していく。事業実施後の効果的なフォローアップのため、中小企業のグローバル化を支援する国内外での支援体制づくりに努める。


